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［北海道農業経済研究 第3巻第2号 1994.4] 

［報告］

畑作地帯における企業の農業進出と地域対応

I 課題の所在

＊
 坂 本洋

条件の導入を図る」ことを明言している点に注目

すべきである。

とくに野菜は、量販店、外食、加工メーカーと

いう大口需要者の登場により卸売市場の役割が縮

小し、流通の見直しがすすめられている。 「新農

政」では農業への企業参入が法人問題のみで論じ

られてきたが、この流通面を通じて、企業は農業

の取り込みをはじめていることにこそ注意を喚起

する必要がある。

そして、その具体的な姿として野菜がこの 5年

余りの間に急成長してきた十勝に対して管外から

野菜集荷企業が進出している点、その中でもとく

に注目されるのが、 JV =Joint Ventureの進出

である点を強調したい。

以上から、この報告では、野菜にしぼって第 1

に畑作地帯での野菜に関わる新たな企業進出の姿、

第2に企業進出に対する地元＝農協の対応を明ら

かにすることによって、畑作地帯における野菜振

興の方向と課題をさぐる。

十勝の畑作は小麦、ばれいしょ、てん莱、豆類

を中心に展開してきた。この畑作4品のうち、小

麦、でん原ばれいしょ、てん菜、大豆は政府管掌

作物で、いずれの価格も85年をピークに現在では

約18%までダウソした。加えて、ウルグアイ・ラ

ウソド合意による農産物の輸入自由化が進むなら、

畑作物は長期的にみて価格の低下が避けられない

だろう。

畑作物のみに依存した経営を続けるなら、経営

規模を拡大したとしても、わずかな価格低下で所

得の増加分は簡単に消え去ってしまう。

そのため、今日では小規模のみならず大規模な

畑作経営でさえ野莱に対する取り組みをはじめて

いる。かつて、十勝で野菜というと帯広市近郊の

みにみられたが、純農村を含めどの地域でも農業

振興の柱の 1つに野菜があげられるようになった。

そして、第5の作目とされていた野菜は、今では

豆類を抜いて第4の作目となり畑作物の粗生産額

の減少を補ってあまりある重要な位置を占めるよ

うになった。 , . 十勝における野菜集荷企業

このような十勝の動向と関連して、 「新農政」 十勝で野菜を集荷する企業は、大小おおよそ30

をみるなら、次の箇所、すなわち「生産流通段階 余り数えられ、そのうちあつかい量の大きい主な

の規制と保護のあり方を見直し、市場原理と競争 集荷企業を表 1に示した。

＊北海道立十勝農業試験場

II 畑作地帯における新たな企業進出

-21一



表1 十勝における主な野菜集荷企業

進出・設立年
会 社 I I扱い品目 I販売先 I 売買方式など

本社・営業所

7呼・設立 にんじん 京浜以西の 300戸・委託阪売
k 食 品I十勝のみ 馬鈴しょ 市場90% 自社5ha有機栽培

81年・進出 にんじん 京阪神の卸売 13戸・委託販売
J 青果I札幌、富良野 Sコーソ 市場 自社栽培50ha 

91年・進出 ごぽう 卸売市場が 委託阪売

0 青果I神奈川 その他 中心 晨協とも提携

93年・進出 にんじん 卸売市場が にんじん機械化を見込む。

L 会社l営業事務所 管外処理 中心 委託阪売

93年・設立 フ汗ロッコリー 市場と量販店 値決めによる契約

JVセ‘ノタ一I実質的な本社 にんじん が半々 晨協とも提携

は札幌・胆振大根など 加工メーカー

注）聞き取り謂査による

十勝の野菜集荷企業があつかう対象品目は、ば

れいしょ.9企業、にんじん.8企業を中心に、

ながねぎ、キャベッ、ごぽう、ブロッコリー、だ

いこんなどに及んでいる。しかし、企業ごとにみ

ると集荷する品目数は l"-'数品目と少なく、 5品

目を超える企業は4つに過ぎない。このように取

りあつかう野菜が少品目で構成されているのは、

十勝の野菜生産そのものがまだ多品目化に緒がつ

いたばかりという現段階の反映であり、今後は集

荷企業においても多品目化が進んでいくとみられる。

野菜集荷企業のうち実質的に本社機能を果たす

所在地をみると、十勝管外とする企業が半数近く

ある。これらは、野菜販売のノウハウをもった管

外の企業が、ばれいしょ、 tこんじん、ごぽうなど

とくに十勝の野菜を代表する根もの野菜を対象に

十勝に営業所を設けたものである。

野菜集荷企業の業務内容をみると、大半は、農

家から野菜を買い取る方法をとらない。委託阪売、

すなわち農家から野莱を集めて自らの施設で選別・

箱詰め・貯蔵した後に卸売市場に出荷し、その販

売額をもとに集荷以降の費用や手数料などを差し

引き、残額を農家に支払うことを業としている。

そして、一部の集荷企業では、にんじんにおいて

富良野地方と同じように問引きと収穫作業を集荷

企業が請け負うケースや、自ら実質的な借地によっ

て栽培そのものをおこなうケースもみられる。

2. 最近の進出企業の特徴

十勝の野菜生産の伸びにあわせて野菜集荷企業

の進出も最近は相次いでいる。ここでは最近の進

出企業の特徴を知るため、 1990年以降、十勝に進

出してきたO青果、 L会社、 JVセ‘ノターを代表

にあげ、これら企業の特徴をみることにする。

0青果は、本社を神奈川県におき野菜の集荷を

専門におこなう企業で、 90年に十勝に進出した。

従来の集荷企業が委託販売を常としていたのに対

し、 O青果は事前に値決め契約するという新たな

手法で、いくつかの農協と大口の取り引きをする

ほどになった。しかし、野莱価格が低下した93年、

新聞にも大きく報じられたが、各地の農協との間

でトラブルを発生させ、取り引き量は大幅に減っ

た。この原因は、 0青果の販売先が卸売市場中心

であったため、市場価格が契約単価を下回る逆ザ

ヤ現象がおこり、その時に荷をさばかなかったこ

とにあった。過去にも、雑穀で業者への販売代金

を回収できなかった農協の事例が十勝にあったが、

野菜についてもこの事件を契機に集荷企業に対す

る農協の警戒心は一層強くなった。

次に、 93年、帯広に事務所を開設したL会社で

ある。 L会社は富良野のにんじん集荷企業の老舗

としてよく知られている。にんじんは機械化栽培

に向けた技術開発が進んでいるが、 L会社の十勝

進出も、近い将来ににんじんの機械化栽培が実現

することを見越しての判断である。すなわち、波

状丘陵の富良野よりは平坦で機械化栽培に適して

いる十勝でにんじんが伸びると見通し、にんじん

の集荷量の拡大をねらって拠点を設けたのである。

このL会社も基本的な業務は、先のO青果同様、

卸売市場中心の委託販売にある。

以上の 2つの集荷企業をみると、いずれも十勝

の野菜生産が伸びることを見越しての進出であり、

ともに委託販売という卸売市場に依拠した業務を

おこなっている。確かに0青果では値決め契約に

よって一時、多くの顧客を獲得したものの、それ
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を経済的に成り立たせる流通販売の取り組みがな

かったために自己破綻を来たす結果となった。こ

の点からすれば、両企業とも基本的には従来の進

出企業と同じ手法に立脚し、それは十勝の農協が

おこなう野菜販売＝卸売市場相手の委託販売と同

じ土俵上にあるといってよい。

これらとは対照的なのが、 JVセ‘ノターである。

これは後に詳しく述べるが、総合商社、量販店相

手の野菜パッキソグセ‘ノター (=PC)を持つ企

業グループ、そして十勝にも足がかりを持つ札幌

の集荷企業がジョイソトした企業である。従来の

集荷企業とは異なり、多品目、値決め契約、卸売

市場を介さない量販店志向、大量＝農協取り引き

を特徴とする今までにないタイプである。

III J Vセンターのしくみと構成企業の役割

1. JVセンターの企業間閲係

十勝に従来からあった野菜の集荷企業は、すべ

て市場を対象に販売する単独の企業であった。前

述したように最近、十勝以外から進出してきた企

業も 1つを除いては同様である。しかし、ここで

注目すべきは、むしろその除かれた 1つの企業＝

JVセンターである。それは、野莱生産の機械化

を見通すことはもちろんのこと、流通の再編を先

取りして十勝に進出しているからである。

JVセ‘ノターそのものは、図 1のように東京に
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図1 JVセンター

本社をもつSという総合商社とU薬品、そして札

幌に本社があり道央、十勝を基盤に野菜を集荷し

ていたT物産がジョイソトして93年の春、十勝の

帯広に設立された企業である。

このうちU薬品には関連する子会社で海外の農

産物を輸入して卸す企業がある。この子会社は輸

入に際し、 S商社と取り引きがあり、さらに、こ

の子会社の外国野菜をふくめて量販店に青果物を

パッキソグして配送する別の子会社をU薬品は持っ

ている。加えて、 U薬品の社長の親族が外国産果

実の輸入代理店の役員をしているが、その果実の

輸入をS商社が介在する、というようにU薬品と

S商社とはもともと強い関係をもっている。

S商社そのものは、住友商事における「サミッ

ト」のように系列の量販店を持たない。しかし、

先の外国産果実の輸入代理店を経由した果実を国

内向けに販売する企業は、 S商社が 100%出資し

て設立したものであり、この企業がもつ販売ルー

トは、量販店に対する野莱販売の有力な情報手段

になっているとみられる。

ちなみにS商社は、十勝のJVセ‘ノターとほぽ

同様のJVを、同じ93年に道央地区にも設立した

゜
‘.l 
ー

2. 取り引きの契機と内容

従来の野菜集荷企業は農協と直接取り引きする

のではなく、野莱生産農家個々と交渉し荷を集め

る傾向が強かった。それは、野菜集荷企業が農協

と競合関係にあることを示していた。

JVセソターが結成される前は、構成メソバー

であるT物産も他の集荷企業同様に十勝において

個々の農家から野莱を集めていたにすぎない。し

かし、 JVセ‘ノターが結成されると、主にT物産

と取り引きのあった農家から農協に対して JVセ

ソターヘ出荷したい旨の申し出がされ、これとあ

わせて、 JVセソター自ら当該の農協に対しセ‘ノ

ターヘの出荷ないし提携関係の要請をおこなった
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（表2)。
表2 JVセンターとの取り引き開始の契機と要請参加企業

農協 取り引き開始の契機
取引要請参加企業

集荷商社 PC

• 他町のセ‘ノター取引晨家から誘われた組合員
A 晨家が晨協に出荷を打診 0 0 0 
・セソクーから取り引き要請-------------------------------------
・組合員からセソクーに出荷したいと、

B 農協に打診 0 0 -
・セ‘ノクーから取り引き要請------------------------------------

C ・セ‘ノクーが晨協へ取り引き開始を要請 0 0 -

----------------------
・セソクー出荷した組合員が部会を退会

D • セ‘ノクーから取り引き要請 0 0 -

••• 一.,., ,.. . .''.'" -----., 一
・セソター出荷した組合員が野菜部会を退会

E ・セソターから取り引き要請 0 - -

注 1)晨協青果担当者への聞き取り調査による

2)取引要請参加企業とは、晨協に直接役員が出向いて要請した企業

その結果、調査農協のうちA、B、C、3つの

農協がJVセ‘ノターヘの出荷を受け入れ、 D、E、

2つの農協がJVセソターに出荷する農家の経営

指導の必要から事務処理のみ農協が関与すること

になった。

このようにJVセンターが農協との提携に積極

的な理由は、 JVセ‘ノターが個々の農家と直接取

り引きするのであれば、農家数が多くなるほど個々

の農家と折衝するための時間が膨大になり、限ら

れた時間内で意図の伝達と管理をおこなうのがむ

ずかしくなるからである。大量• 多品目の荷を集

めようとする JVセソターにとって、多くの生産

農家を組織し営農•技術指導をおこないうる農協

の役割は、重視せざるをえないのである。

次にJVセ‘ノターと各農協との取り引きの内容

を、表3に示した。

表3 JVセンターと農協の取り引き内容
晨協 取引の品目 契約書 価格の決め方 出荷の荷姿

A にんじん あり 事前の値決め 粗原料

B だいこん なし 市場実勢価格 箱詰め製品

C キャペッ あり 事前の値決め
” 

D にんじん ” 農家と直接 ” 
だいこん

” ” 粗原料フミロッコリー
” ” 粗原料

E フ・ロッコリー ’’ ” ” 
G (Iこんじん） ” 租原料
H （だいこん） ” ” 
I (ホーレソソー） ” 箱詰め製品
注 1)品目欄の（ ）は、農家が直接取り引きし、農協はいっさい関与しない

2)価格の決め方欄の「晨家と直接」についても、事前の値決め契約

まず第 1に指摘できるのは、 JVセ‘ノターは事

前に値決めをおこなう契約取り引きを基本にして

いること。 JVセ‘ノターの出荷先は他の野菜集荷

企業と異なり、量販店やパッケージセソター、食

品メーカーのウェイトが高い。これらとの商取り

引き＝納期、量、価格は、主に春先に取り決めら

れる。すなわち、 JVセ‘ノターは生産されてから

販売するのではなく、 「販売（契約）」したあと

に生産する。

第2は、集荷の相手が農協の場合、 JVセソター

と商社と農協の 3者で契約書を交わすことである。

JVセ‘ノターの出資者にS商社が入っているため、

敢えて JVセソターとは別にS商社が契約書の中

に入らなくてもよいようにみえる。しかし、契約

書の内容をみると、まず農協がS商社に販売し、

s商社がJVセ‘ノターに販売するしくみになって

いる。しかし、物の流れの実際は図2のように、

s商社はいっさい介在しない。一方、金銭の流れ

は、 JVセ‘ノターからS商社、 S商社から農協ヘ

と流れる（図 3)。すなわち、 S商社が敢えて加

わるこのような契約によって、 JVセ‘ノターの信

用力は補強され、販売代金未回収に対する農協の

不安感を取り除く効果がある。

同様の効果をもたらすために、契約締結前にお

いても農協に対する取り引き要請の席上に、 JV

セ‘ノターの役員の他にS商社から部長ないし課長

クラスが東京から参加していた（表2)。JVセ

ソターのバックにはS商社がいることをアビール

する上で、効果的な役割を果たしていることがわ

かる。また最も大きな取り引きになったA農協の

場合には、 U薬品グループからも役員が参加し、

新興企業=JVセ‘ノターの信用力が誇示されてい

た。

先にも述べたが、十勝の農協が野菜集荷業者に

対して根深い不信感をもっていることを十分に踏

まえた上での行動である。
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3. 構成企業の役割分担

ここではJVセ‘ノターを構成する企業の役割を

整理してみよう。

まずS商社は、前に述べたように、第 1にJV

セ‘ノターという新しい企業の信用力を高めること。

第2にJVセソターが企業活動をおこなう上で不

可欠な野菜集荷施設等の建設資金を提供し、さら

に販売代金の支払いといった金融機能を担うこと。

そして第 3に、情報提供機能がある。この情報提

供機能には大きく 2つある。 1つは自らの子会社

が量販店との取り引きの中で得た量販店の野菜需

要情報。もう 1つは、国際的な野菜流通情報であ

る。量販店等への年間を通した野菜供給をはかる

ため、 S商社はグローバルな視点をもって、輸入

野菜と国内野菜を組み立てており、十勝野菜もそ

のような中の 1つのパートとして位置づけられて

いる。したがって JVセソターは国内のみならず

国際的な情報提供の中で戦略がたてられる環境に

ある。

次に野菜集荷企業であるT物産。この企業の役

割は、第 1に、野菜産地ならびに量販店はもとよ

り、食品メーカーや卸売市場の情報収集と分析お

よびその活用をおこなうこと。第2は、商取り引

きの実行による取り引き価格の決定である。量販

店のみならず卸売市場での販売もおこなって、販

売単価の向上と安定化を総合的にはかること。第

3に、集荷、保管、規格選別の標準化、輸送といっ

た業務をおこなうこと。

一方、 U薬品企業グループのPCは、 JVセソ

ターから送られてきた野菜を保管し、カットし、

袋詰めして、量販店へ指定された時刻までに配送

する役割を担う。そして、ここでも量販店の野菜

需要情報が集められ、 JVセ‘ノターヘ提供される

ことになる。

以上のように、 JVセ‘ノターはそれぞれ業種の

異なる 3つの企業が結合して、大規模化した小売

業＝量販店と大規模な生産地を卸売市場を経由す

ることなく直接結ぶという、野菜の新たな流通ルー

トの担い手として参入した。

このような商社を核とした JVという手法は、

十勝では珍しい組織形態であるが、これこそ日本

の企業が海外進出、とくに発展途上国や現在の中

国へ進出をはかる際に多用している手法である。

注1)S商社以外でも、総合商社が子会社などを

通じて野菜産地に拠点を設けようとする事

例が、北海道のみならず府県においても近

年出現している。

N 企業進出に対する地域の対応

1. JVセンターと提携を結ぷ農家の性格

まず、 JVセンターと提携を結ぶ農家はどのよ

うな経営であるかみることにしよう。

JVセ‘ノターに出荷している農家のうち、調査
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した 5つの農協が把握する野菜出荷面積と農家数

を表4に示した。また表4の中で出荷農家を特定

できるA農協について、その経営面積規模別にみ

たのが表5である。さらに表6には、 D農協とE

農協でJVセ‘ノターに出荷している事例について

経営概況を示した。

これらから、現状では、おおよそ次の 3つの点

が浮かび上がる。

第 1は、いずれも大規模経営であること。これ

には 2つの側面がある。 1つは、 JVセ‘ノターが

直接農家とコソタクトする場合、連絡や管理面で

農家数を多くできないと前に述べたが、それでい

て野莱を大量に集めるということになれば、 1戸

当たりの出荷量を多くしなければならない。野菜

の作付比率を大きくしないのであれば、その答え

は大規模経営ということになる。表6はこのケー

スに該当する。もう 1つは、 JVセ‘ノターは野菜

の機械化を見越してにんじんの機械収穫を進めて

おり、大規模経営においても野莱の作付面積を拡

大できたこと。 A農協の農家がこのケースである。

第2は、多くの負債を抱え経済的に困窮してい

る経営が、 JVセ‘ノターに出荷する農家に多くみ

られること。畑作物の収益性水準では経営再建が

不可能な経営では、安定した野莱の契約栽培の道

を選択する結果として JVセ‘ノターと関係を結ぶ

ことになる。ただ、表 6のように、負債が大きい

ため、野菜に片寄った作付けがおこなわれている

点に問題は残る。またA農協の大規模経営におい

ても規模拡大と畑作物価格の低下によって経済状

態がよくないことが野菜生産の背景にある。

第3は、かつて農協の野莱部会の役員をしたり、

10年ほどの作付経験を持ち、高い技術をもって販

売面にも明るい経営が多いこと。

これら経営に対して、 JVセソターは、営農指

導や計画的な経営設計をたてさせ、さらに一部は

金融面の支援も加えて農家のネットワークを農協

対策とあわせておこなっている。

表4. JVセンターヘの出荷面積と農家数

単位： ha、戸

農協 にんじん だいこんフミロッコリーキャベッ

A 30(32) 

B 4 

C 3 

D 25(2) 23(2) 26(2) 

E 23(1) 

注 1)農協調べ、 93年の出荷面積
2) ()内は出荷農家数。（）がないのは出荷戸数を特定できない。

表5 A農協における JVセンター出荷
畑作経営の規模別作付面積

経 営 面 積 -25ha -40ha 40ha- 合計
農 家 数 （戸） 5 ， 4 18 
平均面積 (ha) 21.4 28.5 55.7 32.5 
作付構成（％）
小 麦 22.3 18.6 25.6 21.9 
豆 類 0.0 2.4 0.9 1.4 
馬鈴しょ 28.6 30.1 26.8 28.6 
て ん 菜 36.8 33.7 25.0 30.9 
野 菜 10.2 10.1 13.5 11.4 
ウチにんじん 2.3 2.4 2.7 2.5 
加工スィートコーソ 1.1 3.4 6.3 3.1 
休閑緑肥 0.9 1.8 2.0 1. 7 

注1)A農協調ペ
2) tこんじんの値はJVに出荷した面積。他に加工用にんじんもある。

表6 JVセンターと取引きする大規模野菜生産経営

M 法人 N共同経営
構成戸数 親子3P 兄弟2戸
構成員 6人 5人

雇用労慟力 常雇22人十a 常雇7人十a

経営面積 110h a 57h a 

うち借地 25 20 

プロッコリー 23* 23* 
にんじん 20* 
だいこん 20(16*) 

カポチャ 4 

小 麦 12 

豆 類 11 

ビート 8 

S コーソ 3 

販売牧草 35 

借入金残高 8,600万円 8,000万円余

注 1)聞き取り調査による
2) *はJVセソターに出荷する面積

2. コントラクタにみる企業進出のねらい

十勝では、以上の JVセ‘ノターの他に、注目す

べき農業の動きとしてコ‘ノトラクタ＝農作業請負

会社の誕生がある。

-26-



「新農政」プラソでもコソトラクタについては

大きな期待をかけている。表 7には農協直営の農

作業請負を除いた、会社組織によるコソトラクタ

を掲げた。大半が農業関連企業の多角化として取

り組まれた。

表7 十勝におけるコントラクタ会社

会社設立年次設 立 主 体 主要受託作業

① 72 農家＝有限会社 飼料作作業・糞尿散布

② 72 農家＝有限会社 飼料作作業・糞尿散布

③ ・91 農機阪社＋資材会社＋ 畑作・飼料作作業

④ 91 土建レソタル会社飼料作・畑作業

⑤ 91 農機販売会社飼料作・畑作業

R 92 運輸会社（地元） 飼料作・畑作業

⑦ 92 農機製造販売会社牧草収穫調製

CID 92 農機販売会社飼料作作業

⑨ 92 離 農 者 農作業全般→中止

⑩ 93 農機販売会社畑作•野菜作業

⑪ 93 土建会社（地元） 飼料作作業

資料：「畑地型酪農における粗飼料受委託生産の現状と課題」

岡田直樹『ぐらーす』第38巻第2号 (1993)より作成

まさにプームの感があり、各社とも汽車に乗り

遅れまいと、とりあえずスタートさせたが、経済

的な採算ベースにのっておらず、その存続は大き

＜懸念されるところである。

ところで、コソトラクタプームの先鞭をつけ、

作業受託量も群を抜いて大きい③の企業について、

設立主体の欄をみると、他のコソトラクタとは異

なり、 3つのそれぞれ異なる業界の企業によるジョ

イソト・ベ‘ノチャであることがわかる。そして、

設立主体の中にS商社系列の企業名が見い出され

る。

現在、 JVセンターとこのコソトラクタとは直

接の関係はない。しかし、③のコ‘ノトラクタが設

立された当初のねらいは、農作業の請負いを通し

て請け負った農家から農産物を集めるという点に

あった。この発想は、すでににんじんでみられる。

すなわち、手作業で労力のかかるにんじんの間引

き、収穫作業をにんじん集荷企業が請け負う代わ

りに、農家は当該業者ににんじんを出荷するとい

う富良野や十勝でみられる手法である。

しかし、実際には、コソトラクタに対する作業

委託は畑作物では少なく、むしろ酪農経営の飼料

生産が大半を占める結果となったことは周知の事

実である。このように、コソトラクタ事業への進

出は、商社の思惑どおりに進まなかったが、ここ

で、 JVセ‘ノターと同様に商社のねらいは 1つ、

国内農産物の獲得にあることが重ねて明らかになっ

た。

3. 農協の現在と今後の対応

このように、地元の野菜集荷企業に加えて十勝

管外の集荷企業の進出もあるが、なんといっても

JVセソターの進出は従来の野莱集荷企業の概念

を超えて展開する可能性を持っている。これらに

対する農協の対応は次の 3通りある。

第1は、農家が直接にJVセ‘ノターと取り引き

し、農協は農家の出荷を黙認するもの。これは、

農協が農家の生産する野菜を処理する施設を持た

ず、出荷量も出荷農家戸数も少ない場合にみられ

る。

第2は、農協が組織としてJVセソターと提携

を結ぶもの。これは、農協では野菜の施設投資が

当面できないため、施設投資するまでの経過的措

置として提携関係を位置づけ、あわせてJVセ‘ノ

ターが提示する安定価格の契約取り引きを、この

際テストしようというものである。

第3は、農協は事務処理のみ関わるというもの。

これは、 JVセ‘ノターと取り引きする農家が農協

の部会を退会しているため、農協は正式に当該農

家の野菜を集荷できず、形式的に関与するもので

ある。このケースの多くは、 JVセ‘ノターに出荷

する農家の経営内容が悪いことから、当該農家の

経済収支を農協が管理するために販売代金の振り

込みを農協にするという取り決めである。

JVセ‘ノターとの関係について、農協担当者の
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今後の意向は、拡大、継続、中止に分かれた。拡

大と回答した農協は、施設投資が間に合わない第

2のケースで、野莱振興のために、農協の自力向

上とともにJVセ‘ノターもあわせて活用していこ

うとするもの。継続と回答したのは、第 3の事務

的な関係のケース。そして中止の意向をもつのは、

価格安定事業や契約販売のルート作りをはじめよ

うとする農協であった。

V 企業進出下における野菜振興の課題

, . 進出を許す地元の弱み

以上、 JVセ‘ノターをめぐる十勝の実態をみて

きたが、 JVセ‘ノターのような企業進出はなぜ可

能なのだろうか？

このことは逆にいえば、十勝の野菜振興におけ

る弱みは何か、課題は何かということにむすびつ

く。

まず第 1に指摘できるのは、農協の野菜に関す

る販売力が弱いということである。商取り引きの

基本は、生産コストを把握して再生産が可能な価

格で販売することにある。しかし、十勝の現状か

らすると、野菜は農業粗生産額の10%弱。野莱部

門に多くの人材と、人材を養成するための資金が

投入されておらず、販売のエキスパートが育つ環

境になっていない。これが、本質的に価格交渉を

おこなわない卸売市場への出荷＝委託販売への依

存を助長している。

先に指摘したように、現在の野菜流通は実質的

に量阪店等の大口需要者との取り引きをベースに

おくものへ変わりつつあり、不特定多数の生産者

と不特定多数の小売業者を前提とした卸売市場の

役割は低下しつつある。このため卸売市場ではな

をはかることが必要である。しかし、市場への委

託販売が主流のため、価格は不安定で3年に 1度

当たればよいという「3年 1作主義」が生産者の

「常識」になっている。これでは、経済的に余裕

のある農家だけが野菜に取り組めることになり、

コスト低減を計画的に進めようとする環境にはほ

ど遠い。

第2に、総合農協の統合的機能が低下している

という点である。野菜振興は野菜の生産だけおこ

なっていればよいのではなく、 JVセ‘ノターがお

こなっているように、個々の農家に対する営農指

導、資金対策、労働力対策や土地利用、技術開発

など地域のしくみ作りと連動した一大プロジェク

トである。しかしながら、現状は農協内の営農、

金融、青果のセクショ‘ノはバラバラに運営され、

この間隙を抜ってJVセ‘ノターが進出していると

いってよい。

第3は、ハード面での整備が遅れていること。

億の単位の野菜施設の建設は野菜作付面積が少な

い段階では効率が悪いため、投資はなかなか進ま

ない。意を決して建設しても当初は十分な処理量

が確保できずコスト高になり、また価格が低下す

れば作付面積が減って、再びコスト高を招くこと

になる。さらに品目数が増えると次々に新たな施

設投資が必要になるが、実際には単協での対応に

は限りがある。

以上をみると、単協においておこなうこと自体

が不可能な問題ばかりである。しかし、実際は個々

の農協の枠を超えて解決しているわけでなく、こ

の点が大きな弱みであると指摘できる。十勝では

複数農協で広域産地を形成する事例が多くあるが、

それらもまだ部分的な機能にとどまっている。

く、小売業なり加工メーカーなどに直接出向き、 2. 販売部門はJVにお委せでよいか？

交渉することが産地に必要になっているが、十勝 それぞれの農協がJVセンターの活動を黙認し

の農協はこれを実施できる状態にない。 たり、抜本的な対策をもたないなら、先ほどの地

一方で、生産は販売価格を踏まえてコスト低減 元の問題点からみて JVセ‘ノターは今後多くの農
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家とネットワークを作っていくことが予想される。

もし、それが現実のものになり拡大されていくな

ら、地域の農業は二元的支配の関係の下に置かれ、

実践面で統一された行動が困難になる可能性があ

る。

これを避ける 1つの道は、 JVセソターと農協

が提携することである。

量販店の取り引き関係と情報を持つJVセ‘ノター

との提携は、農協にとって非常に魅力的である。

十勝の農協が持つ野菜販売という自らの弱点を、

提携することによってかなりカバーされるからで

ある。

しかし、 JVセ‘ノターは国際的、国内的動向の

中で活動している点を考えると、未来永劫、地域

と運命共同体になるわけではない。その意味では、

当面、農協の関与によって生産面、販売面の双方

から JVセ‘ノターに対し野菜生産農家の利益を守

るためのチェックが最低限必要であろう。

ただ、十勝における JVセ‘ノターの動きは、次

のことの表象であることに注意すべきである。

今、迎えようとしている農産物の自由化と「流

通段階の市場原理と競争条件の導入」によって、

長年にわたる行政→農協系統→農家による農政の

推進システムが崩れつつあり、その間隙に企業→

農家あるいは企業→農協→農家の新たなシステム

が一部とって代わろうとしていること。

このため、より根本的には、前述した農協の弱

点を地域が主体的にいかに克服し、新たなシステ

ムを作っていくかこそが重要となる。

3. 野菜振興のための課題と方向

それでは、十勝における主体的な野菜振興の課

題と方向はどのようなものになるだろうか？

流通面の課題は、第 1に、農協の役割とは何か

を明らかにすることにある。そのためには、農協

は安定した価格形成のため阪売面の強化をまずもっ

て進めなければならない。それには、まず販売の

プロを養成あるいは調達すること、また生協を含

めた量販店などとのルート拡大や、加工部門との

提携が必要になる。

第 2の課題は、施設の広域的な配置と利用体制

の確立である。

第 3は、野菜の選別調製施設での労働力調達と

労務管理、ならびに輸送手段の開発。

そして第4の課題は、 JVがグローバルである

ことに対して、消費者の顔が見え、生産者と情報

交換し、相互に教育しあって食料自給の道を広げ

ていくための教育的機能を強化していくこと。

生産面の課題としては、第 1に、労働力不足を

地域的に解決するシステム作り。第2に機械化を

進めるための技術開発。第3に、計画的な生産を

進めるための組織作り。第4に畑作と野莱を含め

た地域的なしくみ作りがある。

これら課題の解決方法としては、 1つ 1つ解決

して積み上げるという方法もあるが、先に述べた

現状からすると、これら課題の多くは緊急に着手

する必要がある。したがって、個々の農協で野菜

振興する限界を認め、十勝全域を対象範囲とする

産地作りを進めていくことが基本的な方向として

確認されなければならない。

（平成6年4月22日受理）
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